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および借入れの状況の両面から調査することを命じる（同法 13 条 1 項）。借入れ状況の調査におい
ては，指定信用情報機関が保有する信用情報を使用することを命じる（同条 2 項）。個人顧客の収
入調査の方法として，自社貸付けで 50 万円，他社貸付けとの合算で 100 万円を超える貸付けの契
約をする場合には，源泉徴収票等の提出を受けることを命じる（同条 3 項）。このような返済能力
調査を前提として，顧客等の返済能力を超える貸付けの契約の締結を禁止する（同法 13 条の 2 第
1 項）。個人顧客の年収 3 分の 1 を超える個人過剰貸付契約は，内閣府令で定める除外貸付け（7 類
型）・例外貸付け（8 類型）に該当しない限り，顧客等の返済能力を超える貸付けの契約である（同










 　調査対象は，全国銀行協会の正会員 120 行中 113 行，準会員 71 行中 5 行，合計 118 行である （2） 。
各行につき，貸金業者による保証を付したカードローン商品 （3） のうち，申込条件の限定が最も少
ないもの （4） を 1 つずつ抽出していった。それらは結果的に，各行の「お奨め商品」と一致するこ
とが多かった。それらの広告における表示や「商品概要説明書」等の記載から，銀行に対する金銭
消費貸借の申込条件，収入証明書の提出を求める要件，保証会社名，金利等を調査した。筆者は，









ものは 118 行中 23 行（うち 4 行は他社と競合），アコムの連結子会社であるエム・ユー信用保証株
式会社を保証会社とするものは 16 行（うち 1 行は他社と競合）である。両者を合わせたアコム・
グループで，118 行中 39 行である。「プロミス」の営業ブランド名で知られる SMBC コンシューマー
ファイナンス株式会社を保証会社とするものは，118 行中 34 行（うち 10 行は他社と競合）である。
その他は，株式会社オリエントコーポレーション（17 行，うち 4 行は他社と競合），新生フィナンシャ
ル株式会社（9 行，うち 1 行は他社と競合），オリックス・クレジット株式会社（7 行，うち 2 行は








貸金業者が登録する無担保無保証貸付けの登録残高は，2011 年 3 月で 9 兆 7147 億円であったが，
2017 年 3 月は 5 兆 4893 億円である （6） 。これが，貸金業者よる消費者向け無担保貸付けの残高の規
模と推移を示す。 
 　一方，貸金業法による自主規制機関である日本貸金業協会によれば，「金融機関の貸付けに対す
る信用保証」のうち「住宅を除く無担保貸付け」の残高は，2011 年 3 月で 2 兆 7895 億円だったが，
2017 年 3 月は 5 兆 8548 億円である （7） 。これが，銀行カードローンの残高規模とその推移を表す。
6 年間で倍増したことは特筆に値する。 
 　これらの統計から，銀行カードローンの残高が急激に膨張し，貸金業者による貸付残高を上回る
状況に至ったと推認される （8） 。 
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 　そして，アコム株式会社の決算資料によると，2017 年 3 月の信用保証残高は 1 兆 0050 億円（2011
年 3 月は 4434 億円）である （9） 。SMBC コンシューマーファイナンス株式会社の決算資料によると，
2017 年 3 月の信用保証残高は 1 兆 2117 億円（6003 億円）である （10） 。したがって，貸金業者全体の
銀行カードローンに係る信用保証残高のうち約 4 割をこの 2 社が占めていること，この 2 社を保証
会社にとった銀行が 6 年間で貸付残高を倍増させ，市場全体の動向をリードしたことが見て取れる。 
 （2）返済能力調査 
 　この急激な膨張は，銀行のどのような業務展開によって実現されてきたか。筆者が行った各行ホー
ムページ調査のうち，ここでは 2016 年 11 月時点の調査に焦点を当てて紹介する。 
 　2016 年 11 月時点の広告では，借入額による限定なしに「不要」「一切不要」「原則不要」などと
するものが，118 行中 11 行あった。「100 万円以下不要」は 11 行，「200 万円以下不要」は 8 行，「300
万円以下不要」は 47 行，「500 万円以下不要」は 10 行だった （11） 。 




 　同じく 2016 年 11 月時点の広告で，貸付限度額を「500 万円超」とするものは 118 行中 44 行，「500
万円」は 52 行，「300 万円」は 16 行，「200 万円」は 3 行であった。これに対して，返済能力の要












年収の 3 分の 1 超を貸付けることが「ある」と回答したのは，101 行中 80 行であった （12） 。 
 　また，日本弁護士連合会が多重債務相談を担当する会員弁護士を対象に行ったアンケート調査に
よれば，銀行 1 件で年収の 3 分の 1 を超える貸付けをしていたとの回答が 153 件中 65 件，他社（銀
行・貸金業者・信販会社を含む）貸付額の合計で年収の 3 分の 1 を超える貸付けがあったとする回
答は 95 件だった。同調査では，過剰与信のあった事案について，具体的な事例報告がなされてい
る （13） 。 
 　そして，裁判所の司法統計によれば，自然人の自己破産件数は，改正貸金業法の施行が始まった
2007 年の 14 万 8248 件に対し，2015 年には 6 万 3856 件まで減少していた。ところが 2016 年に反







 　日本弁護士連合会は，「銀行等による過剰貸付の防止を求める意見書」（2016 年 9 月 16 日）を発
表し，銀行に対して自主規制を求めるだけでなく，金融庁による金融機関向け「監督指針」におい
て年収 3 分の 1 を超える貸付けを原則として禁止する旨を明記することや，貸金業法 13 条の 2 の
規定を改正する等により貸金業者が銀行等の行う貸付けに保証を付す場合にも総量規制の対象にす
ることなど，「業法」の運用および立法による規制を提言した （15） 。 
 　全国銀行協会は，「銀行による消費者向け貸付けに係る申し合わせ」（2017年 3月 16日）を発表し，
配慮に欠けた広告・宣伝の抑制，審査体制の整備（年収証明書による返済能力の把握，信用情報に
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よる借入れ状況の把握，代弁率や応諾率の推移等の把握と保証会社との審査方針の協議，信用状況
の事後的変動の把握）に努めるべく申し合わせたことを宣言した （16） 。 
 　そして全国銀行協会は，「銀行カードローンに関する全銀協の取組みについて」（2019 年 6 月）
を発表し，上記「申合せ」実施上の要点項目等を具体的に整理し，会員向けアンケートを実施した
ことなどの取り組み状況を報告している （17） 。 
 （2）各行の対応状況 
 　筆者が行った各行のホームページ調査によれば，収入証明書の提出要件に関する広告の表示を，
2011 年 11 月時点から 2017 年 6 月時点の間で明確に変更したのは，118 行中 48 行であった。貸付
額にかかる収入証明書の提出要件を貸金業法と同程度の水準である「50万円」に引き下げたものは，
12 行あった（内訳：100 万円→ 50 万円は 3 行，200 万円→ 50 万円は 2 行，300 万円→ 50 万円は 6 行，
500 万円→ 50 万円は 1 行）。貸付額によらず収入証明書の提出が「必要」「原則必要」と変更した
ものは 6 行，「審査により必要な場合あり」と変更したものは 6 行あった。他方で，「収入証明書不















 　100 万円を年利 15％で借入れて，返済条件は年 12 回の均等払い，各回の支払金額 2 万円，と仮
定する （20） 。計算の便宜上，利率表示を年利から支払期日 1 回単位に換算すれば，15 ÷ 12 ＝ 1.25％
銀行カードローンの過剰与信問題
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（支払期日 1 回分）である。各回の残元本を， 
前回残元本－｛支払額（2 万円）－（前回残元本×利率）｝＝今回残元本
 として順次計算し，最終支払額のみ今回残元本が 0 になるように調整すれば，以下のようになる。 
回数 貸付額 支払額 利率 利息額 元本充当額 残元本
0 ￥1,000,000 0.0125 ￥1,000,000
1 ￥20,000 0.0125 ￥12,500 ￥7,500 ￥992,500
2 ￥20,000 0.0125 ￥12,406 ￥7,594 ￥984,906
3 ￥20,000 0.0125 ￥12,311 ￥7,689 ￥977,218
… … … … … …
77 ￥20,000 0.0125 ￥721 ￥19,279 ￥38,404
78 ￥20,000 0.0125 ￥480 ￥19,520 ￥18,884
79 ￥19,120 0.0125 ￥236 ￥18,884 ￥0
合計 ￥1,579,120
 完済するのは 79 回目（約 6 年 7 ヶ月），要返済額合計は 157 万 9120 円となる。 
 （3）モデル②：返済能力を各回あたり 5,000 円超過 
 　当初貸付額 100 万円，年利 15％，年 12 回の均等払い，各回の支払金額 2 万円はモデル①と同様
だが，ただし極度額 100 万円のリボルビング契約とする。そして，当該顧客の毎回の返済可能額は




回数 貸付額 支払額 利率 利息額 元本充当額 残元本
0 ￥1,000,000 0.0125 ￥1,000,000
1 ￥5,000 ￥20,000 0.0125 ￥12,500 ￥7,500 ￥997,500
2 ￥5,000 ￥20,000 0.0125 ￥12,469 ￥7,531 ￥994,969
3 ￥5,000 ￥20,000 0.0125 ￥12,437 ￥7,563 ￥992,406
… … … … … …
143 ￥5,000 ￥20,000 0.0125 ￥411 ￥19,589 ￥18,266
144 ￥5,000 ￥20,000 0.0125 ￥228 ￥19,772 ￥3,495
145 ￥3,538 0.0125 ￥44 ￥3,495 ￥0
合計 ￥1,720,000 ￥2,883,538
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 　貸付額合計は 172 万円であるから，モデル①に比較すると 72 万円の追加需要が生じた。しかし
それらの資金は，当該リボルビング契約に基づく債務の返済，という閉じられたサイクルの中に吸
収されていく。完済するのは 145 回目（約 12 年 1 ヶ月），総支払額は 288 万 3538 円となる。 
 （4）モデル③：返済能力を各回あたり 10,000 円超過 
 　当初貸付額 100 万円，年利 15％，年 12 回の均等払いはモデル②と同様だが，ただし極度額 200
万円のリボルビング契約で，各回の支払額は残元本 150 万円までは 2 万円，150 万円を超えたら 3
万円とする。そして，当該顧客の毎回の返済可能額は 1 万円であり，不足額（各回支払額が 2 万円




回数 貸付額 支払額 利率 利息額 元本充当額 残元本
0 ￥1,000,000 0.0125 ￥1,000,000
1 ￥10,000 ￥20,000 0.0125 ￥12,500 ￥7,500 ￥1,002,500
2 ￥10,000 ￥20,000 0.0125 ￥12,531 ￥7,469 ￥1,005,031
3 ￥10,000 ￥20,000 0.0125 ￥12,563 ￥7,437 ￥1,007,594
… … … … … … …
100 ￥10,000 ￥20,000 0.0125 ￥18,552 ￥1,448 ￥1,492,681
101 ￥10,000 ￥20,000 0.0125 ￥18,659 ￥1,341 ￥1,501,339
102 ￥20,000 ￥30,000 0.0125 ￥18,767 ￥11,233 ￥1,510,106
103 ￥20,000 ￥30,000 0.0125 ￥18,876 ￥11,124 ￥1,518,982
… … … … … … …
143 ￥20,000 ￥30,000 0.0125 ￥24,589 ￥5,411 ￥1,981,734
144 ￥20,000 ￥30,000 0.0125 ￥24,772 ￥5,228 ￥1,996,505
145 ￥3,495 ￥13,495 0.0125 ￥24,956 ￥0 ￥2,000,000
￥2,873,495 ￥3,323,495
 　貸付額合計は 287 万 3495 円であるから，モデル①に比較すると 187 万 3495 円の追加需要を生じ
ている。しかしそれらの資金は，当該リボルビング契約に基づく債務の返済という閉じられたサイ
クルの中に吸収されている。そしてこの場合，モデル①②とは異なって，完済することができない。








回数 貸付額 支払額 利率 利息額 元本充当額 残元本
0 ￥1,000,000 0.0125 ￥1,000,000
1 ￥20,000 ￥20,000 0.0125 ￥12,500 ￥7,500 ￥1,012,500
2 ￥20,000 ￥20,000 0.0125 ￥12,656 ￥7,344 ￥1,025,156
3 ￥20,000 ￥20,000 0.0125 ￥12,814 ￥7,186 ￥1,037,971
… … … … … … …
32 ￥20,000 ￥20,000 0.0125 ￥18,372 ￥1,628 ￥1,488,131
33 ￥20,000 ￥20,000 0.0125 ￥18,602 ￥1,398 ￥1,506,732
34 ￥30,000 ￥30,000 0.0125 ￥18,834 ￥11,166 ￥1,525,566
35 ￥30,000 ￥30,000 0.0125 ￥19,070 ￥10,930 ￥1,544,636
… … … … … … …
54 ￥30,000 ￥30,000 0.0125 ￥24,146 ￥5,854 ￥1,955,833
55 ￥30,000 ￥30,000 0.0125 ￥24,448 ￥5,552 ￥1,980,281
56 ￥19,719 ￥19,719 0.0125 ￥24,754 ￥0 ￥2,000,000
￥2,339,719 ￥1,339,719
 　極度額の 200 万円に到達してその後の借入れができないために債務不履行を生ずるのは，56 回
目（約 5 年 8 ヶ月）である。当然ながら，破綻までのサイクルはモデル③より短い。 
 （6）返済のための借入れ 
 　上記のモデル①②③における残元本額の推移をグラフ化すると，わずか 5000 円の差がいかなる
結果の差となって現れるかが一目瞭然である。 
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 　消費者の返済能力は，毎月の収支差額において生ずる返済可能額によって構成される。富裕層で
もない限り，その弾力性は乏しい。ところが，返済可能額を 5000 円超過しているか，超過してい











































 　前記のとおり，日本信用情報機構によれば，2017 年 3 月における加入貸金業者が登録する無担
保無保証貸付けの登録残高は 5 兆 4893 億円だが，その登録件数は 1541 万件なので，1 件当たりの
残高は 35 万 6217 円となる。他方，日本貸金業者によれば，2017 年 3 月における金融機関の貸付
けに対する信用保証（住宅を除く無担保貸付け）の残高 5 兆 8548 億円だが，その登録件数は 837
万件なので，1 件当たりの残高は 69 万 9473 円となる。つまり 1 件当たりの残高は，銀行カードロー
ンは貸金業者による貸付けのほぼ 2 倍である。 
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 　両者の登録件数に 704 万件の差があるのだから，顧客層として重ならない部分が存在することは
確かだろう。しかし，その重ならない部分において，貸付残高 2 倍に相当するほどの返済能力の格
差，それを可能にするほどの収入格差があるのだろうか。また，銀行の顧客層の内部においても，
同一顧客が複数の銀行カードローンを利用していれば，2 件なら 140 万円，3 件なら 210 万円の債
務負担あり，というのが平均的プロフィールとなる。そこまでの返済能力があるのだろうか。 

















よると，2013 年 3 月において信用保証残高は 5865 億円に対して求償金残高は 159 億円だったが，
2017 年 3 月においては信用保証残高 1 兆 0050 億円に対して求償金残高は 385 億円である。これら
の残高相互の比率は，個別債権ごとに算出される代弁率そのものではない。しかし，時間の経過と
ともに両者は近似的に一致していくであろう。少なくとも，その動向には強い相関性があると思わ
れる。直近の 2017 年 3 月における求償金残高／（信用保証残高＋求償金残高）の比率を計算すると，
約 3.7％に達している。 
 　この 3.7％という数値は「小さい」だろうか。信用保証の利用件数は 165 万 1161 件だから，3.7％









 　さらにこの「3 ～ 4％程度」の数値は，複数年にまたがって指数関数的に増加することで，直感
的予想をはるかに上回る影響力を持つ。ある債務者が，複数年にわたって銀行カードローンの利用
を継続し，かつ，延滞を起こさず代位弁済を実行されないという条件をクリアし続ける確率は，代
弁率を p，利用年数を t とすれば，（1 マイナス p）の t 乗である。ということは，複数年にわたっ
て銀行カードローンの利用を継続している債務者につき代位弁済が実行される確率は，1 から「（1
マイナス p）の t 乗」を差し引いて， 
1 － (1 － p) t
 で計算されるであろう。ここで，p に 3.7％という数値（直近におけるアコムの，求償金残高／（信
用保証残高＋求償金残高）で計算される比率）を仮に代入し，年数を 7 年として計算すれば，
23.2％となる。4 ～ 5 人に 1 人の割合である。年数を 10 年として計算すれば，31.4％で，3 人に 1




率は，1.69％（2013 年 3 月）から 2.02％（2017 年 3 月）へと増加している。これに対応する貸金






 （7）2017 年 1月以降の自己破産件数 
 　司法統計月報によれば，2017 年における各月の自然人の自己破産申立件数は，前年同月に比べ
て増加している。すなわち 2017 年 1 月は 3,869 件（← 2016 年 1 月は 3,770 件。以下カッコ内は前
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年同月の件数を示す），2 月は 5,200 件（← 5,200 件），3 月は 6,347 件（← 5,977 件），4 月は 5,851
件（← 5,819 件），5 月は 5,453 件（← 4,934 件），6 月は 6,332 件（← 5,817 件）である。 











































返済される貸付け，である（貸金業法施行規則 10 条の 21 第 1 項）。例外貸付けは，個人顧客が既
債務を返済するための貸付け，段階的返済借換え，緊急医療費の貸付け，特定緊急貸付け，配偶者
貸付け，事業を営む個人に対する貸付け，個人顧客が新規事業を行うための資金の貸付け，つなぎ
資金貸付け，である（同 10 条の 23 第 1 項）。 
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かえって利便性を低下させてしまう」（平成 29 年 3 月 16 日国部毅会長会見）「まさにお客さまが必





 24　2006 年の貸金業法改正に向けた「貸金業制度等に関する懇談会」第 18 回会合における金融庁提
出資料（2006 年 7 月 27 日付）によれば，ある時期に消費者金融から借入れを行った債務者のその
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 Excessive Loans Problem of a Bank Loan 
 Yuji KIMURA 
 Abstract 
    The way the advance of the bank loan was guaranteed by the money lenders was considered 
to be a problem, and Japanese Bankers Association started imposing restraints.  It is not merely 
a problem of an excessive advertisement being accomplished. “The borrowing for return” with-
out substantial consumer demand is included in the sudden rapid increase in credit balance.  In 
other words, loan that exceeds the repayment capacity of a customer increases chances of recur-
ring of a multiple debt problem.  Immediate action is necessary. 
 Key words:  loan that exceeds the repayment capacity of a customer, The borrowing for return, 
multiple debt problem, Money Lending Business Act, Total Loan Amount Ceiling 
 
